
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23年度 決算の概要及び健全化判断比率の概要 
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【１ 平成２３年度 稚内市の歳入・歳出決算状況】                      

本市の一般会計における平成２３年度決算は下記のとおりです。 

 

【歳 入】               【歳 出】         （単位：％） 

区     分 決算額 構成比 区     分 決算額 構成比 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

市 税 44 億 6,297 万円 17.6 議 会 費 1 億 9,974 万円 0.8 

分担金及び負担金 1 億 6,597 万円 0.7 総 務 費 11 億 1,154 万円 4.4 

使用料及び手数料 6 億 4,379 万円 2.5 民 生 費 51 億 8,652 万円 20.7 

財 産 収 入 1 億 7,232 万円 0.7 衛 生 費 28 億 2,556 万円 11.3 

寄 附 金 6,086 万円 0.2 労 働 費 5,386 万円 0.2 

繰 入 金 6 億 5,771 万円 2.6 農 林 水 産 業 費 8 億 4,177 万円 3.3 

繰 越 金 3 億 3,066 万円 1.3 商 工 費 9 億 1,768 万円 3.6 

諸 収 入 17 億 9,266 万円 7.1 土 木 費 41 億 8,050 万円 16.7 

計 82 億 8,694 万円 32.7 消 防 費 6 億 4,737 万円 2.6 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地 方 譲 与 税 2 億 6,783 万円 1.1 教 育 費 23 億 7,363 万円 9.5 

利 子 割 交 付 金 1,504 万円 0.1 公 債 費 35 億 4,004 万円 14.1 

配 当 割 交 付 金 506 万円 0.0 諸 支 出 金 2 億 0,000 万円 0.8 

株式等譲与所得税交付金 131 万円 0.0 職 員 費 30 億 0,106 万円 12.0 

地方消費税交付金 4 億 2,937 万円 1.7 災 害 復 旧 費 30 億 0,208 万円 0.0 

ゴルフ場利用税交付金 461 万円 0.0 

   

自動車取得税交付金 4,424 万円 0.2 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 1,348 万円 0.1 

地 方 特 例 交 付 金 5,353 万円 0.2 

地 方 交 付 税 81 億 4,609 万円 32.1 

交通安全対策特別交付金 712 万円 0.0 

国 庫 支 出 金 31 億 5,669 万円 12.4 

道 支 出 金 10 億 4,864 万円 4.1 

市 債 38 億 7,512 万円 15.3 

計 170億 6,813万円 67.3 

合     計 253億 5,507万円 100.0 合     計 250億 8,135万円 100.0 

 

    歳入歳出差引 2 億 7,372 万円  
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【２ 一般会計決算の推移】 

（単位：千円） 

年度 歳入決算額 歳出決算額 
決算収支 

① 

基金の積立 

② 

基金の取崩 

③ 

実質的な決算 

①＋②－③ 

H09 30,262,364 30,021,231 150,651   710,220 2,692,481 ▲1,831,610 

H14 26,978,015 26,772,793 166,554   687,305 1,586,118 ▲732,259 

H19 22,690,489 22,561,829 128,613 455,687 701,637 ▲117,338 

H20 24,969,781 24,836,535 132,944 316,122 1,244,249 ▲795,183 

H21 25,599,705 25,431,544 149,825 280,089 249,651 180,263 

H22 25,143,404 24,812,744 278,182 619,154 84,352 812,984 

H23 25,355,067 25,081,347 221,369 272,268 704,798 ▲211,161 

※決算収支は、『翌年度へ繰り越すべき財源』を除く『実質収支額』を記載しています。 

※『基金の積立』及び『基金の取崩』は、市の全基金を対象としています。 

 

平成２３年度の歳出決算額は、約２5１億円となり、前年度と比較して約２億７

千万円増加しています。 

この増加は、平成２３年度が最終年度である市街地再開発事業に伴う市街地再開

発組合への貸付金が４億４千万円の増加、さらに生活保護費や子ども手当等の扶助

費が約１億８千万円と増加したことが主な要因となっています。 

平成２２年度決算においては、基金（貯金）残高を減らすことなく、剰余金を積

立してきましたが、平成２３年度においては、地方譲与税や地方交付税の減額によ

り、基金を取り崩さざるを得ない厳しい状況でした。 

 なお、市民の皆さん１人あたりの決算規模は、以下のとおりとなります。 
 

【稚内市の一般会計決算を市民１人あたりにすると】     （単位： 円） 

年度 歳入決算額 歳出決算額 
決算収支 

① 

基金の積立 

② 

基金の取崩 

③ 

実質的な決算 

①＋②－③ 

H09 682,138 676,703 3,396 16,009 60,691 ▲41,286 

H14 632,278 627,468 3,903 16,108 37,173 ▲17,162 

H19 563,823 560,626 3,196 11,323 17,435 ▲2,916 

H20 631,715 628,344 3,363 7,998 31,478 ▲20,117 

H21 656,319 652,007 3,841 7,181 6,400 4,622 

H22 651,839 643,267 7,212 16,051 2,187 21,076 

H23 667,081 659,879 5,824 7,163 18,543 ▲5,556 

※各年度末の住民基本台帳人口で算出しております。 

※H9：44,364人／H14：42,668人／H19：40,244人／H20：39,527人／H21：39,005人／H22：38,573人／H23：38,009人 
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【３ 歳入の推移】※以下普通会計ベースで記載しています。 

 

 歳入を自主財源と依存財源に区分した場合は、以下のグラフのとおりです。 

 自主財源とは、稚内市が自ら調達することができる収入のことで、主なものとし

ては、「市税」、「使用料及び手数料」、「繰入金（基金の取崩し）」などを言います。 

 依存財源とは、何らかの形で国や都道府県が関わっている収入のことで、主なも

のとしては、「地方交付税」、「国庫、道支出金」、「地方債」などを言います。 

 下記のグラフのとおり、稚内市の歳入は依存財源の割合が約７０％と高い割合で

あり、特に、平成２１年度以降は、第三セクターの整理や国の経済対策事業の実施

に伴い、国庫支出金や地方債が増加したことにより、依存財源が大きく増加してい

ます。 
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【（１） 市 税】 

 

 自主財源として、歳入の大部分を占める市民税と固定資産税は、前年度と比較し

て若干の減少傾向にあります。 

特に、個人市民税については、納税義務者数の減少や、給与所得等の減少により、

平成２２年度と比べ、約３千万円の減少となり、法人市民税も、漁業、製造業、卸

売・小売業において景気低迷により、前年度を約１億円下回る結果となっています。 
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【（２） 地方交付税】 

 

 普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を上回る額を基礎として国から

交付されるものです。 

福祉施策や公債費償還に係る需要額の増加により、平成１１年度までは伸びを示

してきましたが、その後、国の三位一体改革などにより減少し、平成１９年度には

ピーク時の平成１１年度（１００．７億円）に比べ２８．６％、２８．８億円も減

少しました。 

平成２０年度以降は増加傾向にありましたが、平成２３年度は８１．５億円の交

付と前年度と比較して約 1 億 4 千万円の減額となっています。 

地方交付税の減少による地方の財源不足に対処するため、平成１３年度からは、

地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債の発行が認められています。 

この臨時財政対策債の発行に伴う償還金は、後年度の地方交付税で全額財源措置さ

れることになっています。 
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メモ 

基準財政需要額は、標準的な行政サービスを行う為に必要となる費用を算出します。 

 基準財政収入額は、市税や譲与税・交付金などの一定割合（７５％）とされています。 
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【（３） 地方債】 

 

 稚内市の平成２３年度末の地方債残高は、普通会計で２９１．４億円、特別会計

では９６．２億円、また企業会計では４１．９億円となっており、これらを合わせ

ると全体では、４２９．５億円となっています。 

本市では、これまで地方交付税の算入対象となる地方債を優先的に発行してきた

ことから、普通会計の地方債残高の約６０％が償還時に地方交付税で財源措置され

ます。 

平成２３年度の発行額は、稚内東中学校整備事業等の大型事業が重なったことか

ら前年度より１１億円増加しています。 
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【４ 基金（市の貯金）】 

 

本市には、年度間の財源調整を目的とした「財政調整基金」や地域振興のために

実施する事業に充てるための「地域経済活性化対策基金」のほか、いくつかの基金

があり、それぞれの設置目的により、積立や取崩しを行なっています。 

平成８年度末に１２３．７億円あった基金残高は、地方交付税の減少や社会保障

関係経費の増加などに対応するため、取崩しを行ってきたことにより、平成２０年

度末には３１．１億円まで減少しましたが、平成２１年度、平成２２年度の２年間

は財源不足による基金の取崩しがなかったため、約５．６億円を積立てました。 

 しかし、平成２３年度においては、地方譲与税や地方交付税の減額が大きく影響

し、財源不足による基金の取崩しを行っています。 
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【５ 歳出の推移】 

 

 歳出を性質別経費（義務的経費、投資的経費、その他の経費）で区分すると以下

のグラフのとおりになります。 

義務的経費は、職員の給与等の人件費、生活保護費等の扶助費や地方債の元利償

還金等の公債費からなります。 

投資的経費は、社会資本の整備等に要した経費であり、普通建設事業費や災害復

旧事業費、失業対策事業費です。 

 平成９年度と比較すると、支出総額、投資的経費ともに減少していますが、近年

は、国の経済対策事業の実施に伴い、投資的経費の割合が増加傾向にあります。 
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【（１） 義務的経費(人件費、扶助費、公債費)】 

 

 人件費は、職員の不補充により、また、地方債の償還金である公債費は、発行額

の抑制や低金利への借換えなどにより減少しています。 

一方、扶助費は、生活保護費や医療扶助費などの増加や高齢化率の上昇などによ

り将来においても増加が予想されます。 

 平成２３年度における「義務的経費」は、歳出総額の４１％、１０２．２億円と

なっており、歳入に占める自主財源の８２．７億円を上回っています。 

従って、市税など自主財源は、そのすべてが義務的経費に充てられているといえま

す。 
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≪① 人件費≫ 

 

人件費総額は、平成１８年９月から実施した給料の独自削減（平成１９年４月か

らは地域給与導入による新給料表の適用）により減少が続きました。 

 また、財政健全化プランによる退職者の一部不補充（補充は、退職者数の１／２

以下）や定員適正化計画の実施により、職員給与は大幅に抑制されてきました。 

一方、いわゆる「団塊の世代」が定年退職の時期を迎え、多くの職員が定年退職

を迎えたことから、本市では、団塊の世代の大量退職に対し、「退職手当債」を発行

し、将来の人件費負担の平準化を図っています。 
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≪② 職員数≫ ※各年４月１日現在職員数（消防職員を除く。） 

 

 平成２３年４月１日における職員数は、一般行政職員と企業会計職員（水道・ 

病院職員）を合わせて７２６人となっており、一般行政職員においては、平成９年

４月１日（４９３人）と比較して、１３７人減少しています。 

 一般行政職員は、財政健全化プランの実施による退職職員の一部不補充や平成 

１９年度に策定した定員適正化計画の実施により抑制が図られています。 
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【（２） 投資的経費（普通建設事業費）】 

 

 バブル崩壊後、国の経済対策として大型の公共事業を実施したことにより、平成

９年度の普通建設事業費は、約７４億円に達しましたが、その後「公債費負担適正

化計画」の実施などにより減少しています。 

平成２０年度以降については、国の経済対策事業の実施に伴い増加傾向にあり、

平成２３年度については、平成２２年度からの繰越事業と合わせて約４６億円の普

通建設事業を実施しています。 
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【（３） その他経費・・物件費（賃金、旅費、需用費、委託料等）】 

 

 物件費総額は、平成１０年度以降ゆるやかな減少傾向にありましたが、事務・事

業の見直しにより、委託化（指定管理者制度の導入など）が進み委託料が増加傾向

を示しています。 

なお、平成２３年度は、需用費（消耗品費・燃料費・印刷製本費・光熱水費など）

が若干増加しておりますが、賃金、旅費は、概ね前年度決算と同額の状態が続いて

います。 
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【（４） その他経費・・特別会計・企業会計への繰出金】 

 

 一般会計から他会計への繰出金は、制度上繰出しをしなければならないものと、

財政支援として行う繰出しに分かれます。 

制度上行う繰出金は、他会計で行う事業のうち、その性質上、税などを充てるこ

とが適当であると認められる経費で、国が基準を定めています。 

対象となる経費は、企業債の元利償還金などが主なものであり、一般会計にとっ

ては義務的経費に準じるものです。 

一方、財政支援としての繰出金は、他会計の経営（収支）の状況に応じて生じる

赤字分などについて税などで補てんするものです。 
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メモ 

特別会計・・・臨港用地造成、国民健康保険、下水道、公設地方卸売市場、介護保険、 

港湾整備、後期高齢者医療 

 企業会計・・・病院、水道 



≪① 病院事業会計への繰出金≫ 

 

市立稚内病院は、公立病院・地域センター病院として、不採算となる医療分野に

ついても、充実を図ってきましたが、全国的な医師や看護師不足、入院患者の減少、

さらには多額の減価償却費により医療収入だけでは費用を賄い切れない状況が続い

ています。 

 このため、一般会計では、制度上の基準内繰出しのほか、基準外の繰出しも行い、

合わせて毎年約１０億円の繰出しを行っていますが、平成１９年４月からは、地方

公営企業法を全部適用し、平成１９年２月には「経営改善プラン」、平成２１年２月

には「稚内市病院事業改革プラン」を策定し、なお一層の経営改善に取り組んでい

ます。 
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基
準
外
繰
出

し 

基
準
内
繰
出

し 



≪② 下水道事業特別会計への繰出金≫ 

 

市は、市街地が細長く管渠の延長やポンプ所の設置など、他都市に比べ、イニシ

ャルコストが高い状況にあります。 

 これまでに実施した事業費は約２７７億円ですが、このうち約９５億円が地方債

残高として残っており、今後、この元利償還が下水道事業の大きな経営負担になる

ものと思われます。 

今後は、事業の収益を考慮しながら、適切な施設更新を考える必要があります。 

平成１６年度から償還金平準化のための地方債の借入れたことや、平成１８年度

からは、国の財政措置の変更による、下水道事業債特別措置分を借り入れたことに

より繰出金が減少しました。 

 平成２３年度は、平成２４年度からの公営企業会計移行に伴う経費や資本費平準

化債の借入額の減により、約５千万円増加しています。 
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≪③ 国民健康保険事業特別会計への繰出金≫ 

 

国民健康保険の主たる費用である被保険者の医療給付費については、５０％を 

公費、残り５０％は国民健康保険税によって賄われることが基本となっています。 

しかし、国民健康保険事業会計は、制度上、公費の一部として一般会計が負担し

なければならない基準内繰出しのみでは、歳出超過となることから、加えて基準外

の多額の一般会計繰出金によって、収支の均衡を図っているのが現状です。 

国民健康保険事業を取り巻く状況は流動的であり、今後、国の医療保険制度改正

等の推移を見守っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２１年度は、前期高齢者交付金の概算交付が多額であったため、基準外 

繰出しは発生していません。（この交付金は、平成２３年度に精算しています。） 
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【１ 健全化判断比率】 

 

財政健全化法の施行に伴い、地方公共団体は、平成１９年度から、毎年度、次の

健全化判断比率（４指標）を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表し

なければならないことになっています。 

早期健全化基準を上回ると財政健全化計画の策定が義務付けられ、国への報告義

務を負います。 

 なお、この法律により算定された平成２３年度の稚内市の健全化判断比率及び資

金不足比率は、以下のとおりであり、いずれも早期健全化基準には該当していませ

ん。 

 

●稚内市における健全化判断比率の状況 

健全化判断比率 平成２３年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率（フロー指標） 

・一般会計等の実質赤字の比率 

 

― 

（黒字 1.71％） 
１２．９６％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率（フロー指標） 

・全ての会計の実質赤字比率 

 

― 

（黒字17.47％） 
１７．９６％ ３０．００％ 

実質公債費比率（フロー指標） 

・公債費及び公債費に準じた経費の 

比重を示す比率 

１７．１％ ２５．０％ ３５．０％ 

将来負担比率（ストック指標） 

・地方債残高のほか一般会計等が将来 

負担すべき実質的な負債を捉えた比率 

１０３．５％ ３５０．０％  

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、各会計に赤字及び資金不足がないため該当しません。 

 

●稚内市公営企業における資金不足比率の状況 

資金不足比率 平成２３年度 経営健全化基準  

水道事業会計 ― 

２０．０％  

病院事業会計 ― 

港湾整備事業特別会計 ― 

公設地方卸売市場事業特別会計 ― 

臨港用地造成事業特別会計 ― 

下水道事業特別会計 ― 

※資金不足比率については、上記各会計に資金不足がないため該当しません。 
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Ⅱ 健全化判断比率の概要 



【２－１ 健全化判断比率の対象範囲イメージ図】 

地方公共団体 
一部事務組合 

広域連合 

地方公社 

第三セクター等 一般会計等 
公営事業会計 

特別会計 公営企業会計 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

   

稚  内  市 

稚内地区 
消防事務組合 

 
北海道市町村 
備荒資金組合 

 
北海道後期高齢者 
医療広域連合 

緑ヶ丘学園 
一般会計 

特別会計 公営企業会計 

国民健康保険会計 

介護保険会計 

（保険事業勘定） 

（サービス事業勘定） 

後期高齢者医療会計 

 

水道会計 

病院会計 

港湾整備会計 

市場会計 

下水道会計 

臨港用地造成会計 

 

【２－２ 実質赤字比率・・稚内市：該当なし】 

 

実質赤字比率は、一般会計等（稚内市は一般会計のみ）を対象とした実質赤字の

標準財政規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 
 

実質赤字比率＝  
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模  

 

○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

・繰上充用額：歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

・支払繰延額：実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

・事業繰越額：実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

○標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、

標準税収入額等に普通交付税を加算した額 

○標準税収入額：地方税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法で定める方法により算定し

た収入見込額。具体的には、法定普通税の基準税額の合計をいう。 

実質赤字比率 資金不足比率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 
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【３－１ 連結実質赤字比率・・稚内市：該当なし】 

 

 連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字又は資金の不足額の標準財政

規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

連結実質赤字比率＝ 
連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）  

標準財政規模  

 

イ：一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じ

た会計の実質赤字の合計額 

ロ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

【３－２ 資金不足比率・・稚内市：該当なし】 

 

 資金不足比率は、それぞれの公営企業会計を対象とした資金不足額の事業規模に

対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

資金不足比率＝ 
資金の不足額  

事業の規模  

 

○資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の 

現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

○資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に 

充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場

合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

 

○事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額 

○事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 
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★稚内市の各会計における実質収支額及び資金不足（余剰）額 

 

 平成２３年度稚内市の各会計（１１会計）における、実質赤字比率及び連結実質

赤字比率の対象となるべき実質収支額及び資金不足（余剰）額は下記のとおりです。 

 稚内市の場合、全ての会計において黒字及び余剰金があるため、各会計の赤字比

率及び資金不足比率は発生していません。 

 

●一般会計等                           （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 

 実質収支額 

①－②－③ 

一般会計 25,192,752 24,919,032 52,351  221,369 

 

 

●公営企業以外の特別会計                      （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 
 

実質収支額 

①－②－③ 

国民健康保険事業特別会計 3,990,690 3,989,380 0  1,310 

介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 2,454,920 2,443,510 840  10,570 

後期高齢者医療特別会計 382,287 372,429 6,867  2,991 

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定） 13,643 13,643 0  0 

 

 

●公営企業法を適用している会計                  （単位：千円） 

会計名 
流動資産 

① 

流動負債 

② 

算入地方債 

③ 
 

資金不足 
（余剰）額 
①－②＋③ 

水道事業会計 784,255 41,169 0  743,086 

病院事業会計 1,814,128 562,823 0  1,251,305 

 

 

●公営企業法を適用していない特別会計               （単位：千円） 

会計名 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

翌年度 
繰越財源 

③ 

土地収入 
見込額 
Ａ 

資金不足 
（余剰）額 

①－②－③＋Ａ 

港湾整備事業特別会計 118,326 117,330 0  996 

公設地方卸売市場事業特別会計 41,636 41,534 0  102 

下水道事業特別会計 1,484,656 1,475,873 0  8,783 

臨港用地造成事業特別会計 26,247 24,396 0 13,805 15,656 
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【４ 実質公債費比率・・稚内市：１７．１％】 

（平成２１年度：17.26344／平成２２年度：17.11936／平成２３年度：17.10574） 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定され、3 年間の平均値が比率となります。 

 

実質公債費比率＝  

（元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

○準元利償還金の内容 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金

償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの 

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業による建設費の割賦払いや借入金に対

する償還補助金、利子補給に係る債務負担行為など） 

 

『実質公債費比率』は、平成１８年度からの地方債の『許可制』から『協議制』

への移行に伴い、従来までの公債費比率や起債制限比率に代わり導入され、平成 

１９年度からは健全化判断比率の一つとされている財政指標です。 

この比率は、今までの一般会計の地方債の元利償還金に加えて、公営企業会計や

一部事務組合への一般会計からの繰出金や債務負担行為に基づく公債費に準じる経

費を含めた自治体の実質的な債務を明確化したものです。 

 この実質公債費比率は、早期健全化団体（２５％以上）、財政再生団体（３５％以

上）の判断基準だけではなく、１８％以上となった場合には、黄信号がともった状

態となり、地方債許可団体に移行するとともに、『公債費負担適正化計画』の策定が

求められます。 
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★稚内市の実質公債費比率算出の状況 

 

【平成２３年度数値】                       （単位：千円） 

区     分 金 額 備   考 

元利償還金 3,539,912  

準元利償還金 

（①満期一括償還） 
0  

準元利償還金 

（②特別会計の元利償還金に伴う繰出金） 
643,675  

準元利償還金 

（③組合等の元利償還金に伴う負担金） 
40,338  

準元利償還金 

（④債務負担行為に基づく公債費に準ずる支出） 
273,667  

Ａ平成 23年度負担額合計 4,497,592  

特定財源 366,883  

元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
2,317,858  

Ｂ平成 23年度控除財源合計 2,684,741  

Ａ－Ｂ 1,812,851 算定上の分子となるべき数値 

 

区     分 金 額 備   考 

Ｃ標準財政規模 12,915,769  

Ｄ元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
2,317,858  

Ｃ－Ｄ 10,597,911 算定上の分母となるべき数値 

 

平成２３年度の実質公債費比率の算出は、上記の数値より 

1,812,851千円÷10,597,911千円×100≒17.10574％と算出されます。 
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【５ 将来負担比率・・稚内市：１０３．５％】 

 

 将来負担比率は、一般会計等が将来にわたり負担すべき実質的な負債の標準財政

規模に対する比率です。 

 下記の算式で算定されます。 

 

将来負担比率＝  

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

○将来負担額の内容 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額

のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

○将来負担額から控除されるもの 

リ イからヘに充当することができる地方自治法第241条の基金 

ヌ 特定財源見込額 

ル 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

 平成２３年度末における稚内市の将来負担すべき額は、４２７億９，８０５万円

あり、その負担に対する特定財源及び普通交付税で措置される見込額や基金（貯金）

残高は、３１８億２，５７３万円が見込まれることから、実質負担見込額は、 

１０９億７，２３２万円となります。この額に対して、標準財政規模から平成２３

年度に普通交付税で措置された額を差し引いた１０５億９，７９１万円に対する割

合が、『１０３．５％』となり、将来負担比率が算出されます。 

 国が定めた早期健全化基準は３５０．０％となっていますが、依存財源である地

方交付税の割合が高い稚内市にとっては、引き続き、財政の健全化に取り組まなけ

ればなりません。 
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★稚内市の将来負担比率算出の状況 

 

（単位：千円） 

 区     分 金 額 備   考 

イ 地方債の現在高 29,653,413  

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額 2,055,327  

ハ 公営企業債等繰入見込額 6,655,891  

ニ 組合等負担等見込額 403,815  

ホ 退職手当負担見込額 3,927,612  

ヘ 設立法人の負債額等負担見込額 101,990  

ト 連結実質赤字額 0  

チ 組合等連結実質赤字額負担見込額 0  

Ａ 将来負担額合計 42,798,048 上記イからチの合計 

リ 充当可能基金 3,084,522  

ヌ 充当可能特定財源 5,085,152  

ル 基準財政需要額算入見込額 23,656,054  

Ｂ 充当可能財源合計 31,825,728 上記リからルの合計 

Ａ－Ｂ 10,972,320 算定上の分子となるべき数値 

 

 区     分 金 額 備   考 

Ｃ 標準財政規模 12,915,769  

Ｄ 
元利償還金及び準元利償還金に対する 

基準財政需要額算入額 
2,317,858  

Ｃ－Ｄ 10,597,911 算定上の分母となるべき数値 

 

平成２3 年度の将来負担比率の算出は、上記の数値より 

 10,972,320 千円÷10,597,911 千円×100≒103.5％と算出されます。 
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【６ 実質公債費比率／将来負担比率の推移】 

 

 実質公債費比率は、平成１９年度から平成２２年度まで、数値が上昇傾向にあり

ました。これは、平成２０年度の宗谷畜産開発公社、平成２１年度の稚内シーポー

トプラザなど、第三セクターの解散整理に伴う損失補償の実行により増加したもの

です。 

 平成２３年度以降は、比率が下がる見込みですが、引き続き、地方債の抑制に努

めなければなりません。 

 また、将来負担比率も平成２１年度の第三セクター等改革推進債の発行により、

一時的に比率が上がりましたが、地方債残高や職員数の減少による退職手当負担見

込額の減少により、今後、比率は下がる見込みです。 
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【７ その他の財政指標（経常収支比率）】 

 

経常収支比率を家計に例えると、毎月決まった支払いである住居費・食費・被服

費・ローン返済金などの費用の毎月の給料に占める割合を示したものです。 

人件費や地方債償還金などの義務的経費や物件費の比率が高い場合は、経常収支

比率が上昇し、財政の硬直化を招き、独自施策の実施が困難となります。 

健全な財政運営の目安は、この比率が７０％～８０％の範囲にあることです。 

本市では、平成１１年度以降、市税や地方交付税が減少したことにより、経常収

支比率が上昇傾向にあり、近年は９０％を超えています。 

 しかし、平成２２年度は、地方交付税の大幅な増加により、８７．９％と９０％

を下回りましたが、平成２３年度は、地方譲与税や地方交付税が減少となったため、

９３．７％と再び９０％を上回っています。 
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